
公 募 要 領 

 

１．事 業 名 令和３年度文化関係資料のアーカイブの構築に関する調査研究 

 

２．事業目的 

   本事業は、歴史的・文化的価値のある我が国の貴重な文化関係資料が散逸・消失することのない

よう、アーカイブの構築に向けた資料の保存及び活用を図るための望ましい仕組みの在り方につい

て調査研究等を行う。 

 

３．事業内容 

（１）写真フィルムの保存・活用に関する調査研究 

歴史的・文化的価値のある我が国の貴重な文化関係資料のうち、写真フィルム（主に１９４５年 

から１９７０年頃までに、物故写真家により撮影された写真フィルムやガラス乾版等）分野の調査 

研究を行う。 

  ① 目録の作成 

    写真フィルムについて、所在情報の把握又は資料の収集、調査を行い、その情報を基に、資料 

名や作者名、その所在等の統一項目を設定して当該資料に関する情報の整理を行い、長期保存や 

利活用に向けた作業を進めるとともに、目録を作成する。 

  ② 目録及び資料のデジタル化 

    ①の目録は、テキストデータにより作成するものとする。また、目録と同時に公開することも 

視野に入れて、必要に応じて資料のデジタル化を行う。また、デジタル化のために必要な著作権 

等の権利処理を行う。 

  ③ 目録や資料の公開に係る課題と具体的方策の調査研究 

    デジタル化された目録及び資料を公開するに際しての課題を整理するとともに、その課題解決 

のための具体的方策について調査研究を行う。 

  ④ 収集した写真フィルムの利活用方法の検討 

    収集した写真フィルムの利活用を図るためのデータベースの構築を行うとともに、その他利活

用方法について検討する。また、データベース構築等のために必要な著作権等の権利処理を行

う。 

  ⑤ 委員会の開催 

    ①～④の業務を行うに当たって、調査方法等について検討を行い、また成果をまとめるため、 

関係団体や有識者等から構成される委員会を開催する。 

  ⑥ 報告書の作成 

    調査研究の成果をまとめた報告書を作成する。 

  ⑦ 過去の調査研究 

    これまでの調査研究については、文化庁参事官（芸術文化担当）付映画振興係に問い合わせる 

こと。 

（２）放送番組の脚本・台本のアーカイブ構築に関する調査研究 

   歴史的・文化的価値のある我が国の貴重な文化関係資料のうち、テレビ・ラジオ番組の脚本・台

本（主に１９８０年代以前のもの）分野の調査研究を行う。 

  ① 脚本のデジタル化に関する研究 

個人や国内の大学等で所蔵されているテレビ・ラジオ番組の脚本・台本について、保存状態等 

についての調査及び収集を順次行い、所在情報を把握する。 



  ② 目録の作成及びデジタル化 

   ・①の情報を元に、資料名や作者名、所在、あらすじ等の統一項目を設定して、当該資料に関す 

る情報の整理を行い、国際発信も視野に入れて目録をテキストデータにより作成するととも 

に、当該資料の長期保存や利活用に向け関係機関等と連絡調整を図り作業を進める。目録及び 

資料については脚本データベースで公表することも視野に入れて、必要に応じてデジタル化を 

行う。また、デジタル化のために必要な著作権等の権利処理を行う。 

   ・表紙や前付け、あらすじ、キーワードの追加を行う等、既存の脚本データベースに掲載する。 

③ 所蔵館等との連携体制の構築に向けた調査研究 

 ①の調査を受け、統合検索サイトの構築に向けた脚本に関する所蔵情報の連携等の方策につい 

て連絡協議会等を開催し、検討を行う。また、放送局との連携連絡会等を立ち上げ、連携方法の

検討を行い、新たな協力体制を築く。 

④ 委員会の開催 

 ・①～③の業務を行うに当たって、調査方法等について検討を行い、成果をまとめるため、関係 

団体や有識者等から構成される委員会を開催する。 

 ・本事業に関するシンポジウムやトークショー等のイベントを開催する。 

⑤ 報告書の作成 

    調査研究の成果をまとめた報告書を作成する。 

  ⑥ 過去の調査研究 

    これまでの調査研究については、文化庁参事官（芸術文化担当）付映画振興係に問い合わせる

こと。 

 

４．公募範囲 

  文化関係資料のアーカイブの構築に係る業務 

  所在情報の把握、調査研究の実施、委員会の実施、その他調査に必要な事項 

 

５．企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。 

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約の締結のために必要な同意を得ている者 

は、同条中、特別な理由がある場合に該当する。 

（２）文部科学省の支出負担行為担当官等から取引停止の措置を受けている期間中の者でないこと。 

（３）その他 

① 定款，寄附行為又はこれらに類する規約等を有すること 

②  法人等の意思を決定し，執行する組織が確立されていること 

③ 自らを経理し，監査する等会計組織を有すること 

④ 法人活動の本拠としての事務所を有すること 

 

６．参加表明書の提出 

  参加表明書の提出は不要とする。 

 

７．企画提案書の提出方法等 

（１）企画提案書の提出場所、企画競争の内容を示す場所並びに問合せ先 

   〒100-8959 
    東京都千代田区霞が関 3-2-2 



    文化庁参事官（芸術文化担当）付映画振興係 

     ＴＥＬ：03-5253-4111（代）（内線 2083） 

     ＦＡＸ：03-6734-3815 
e-mail：media@mext.go.jp 

（２）提出書類 

   ①組織の代表者名で、本件に対する応募の意思を明確に示す書面 

   ②企画提案書（様式１～３） 

   ③事業実施主体の体制、財政基盤及びこれまでの実績を明らかにする資料（様式任意） 

    （例  定款の写し、組織図、賃借対照表、収支決算書、類似の事業の事業報告書等） 

   ④誓約書（別添様式） 

   ⑤審査基準にある「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価」における認定等又は内閣 

府男女共同参画局長の認定等相当確認通知がある場合は、その写し 

   ⑥その他必要と思われる資料 

（３）企画提案書の提出方法 

  ①上記提出書類①～⑥を一つのＰＤＦファイルとし、電子メールに添付して提出すること。 

  ②ＰＤＦの原稿サイズはＡ４サイズとすること。 

③ファイル名は冒頭に競争参加者の団体名を記載する形で、提案する事業が（１）か（２）かが

わかるように「（団体名）令和３年度文化関係資料のアーカイブの構築に関する調査研究（１）

企画提案書」または「（団体名）令和３年度文化関係資料のアーカイブの構築に関する調査研

究（２）企画提案書」とすること。 

④送付するメールの件名は「（提出）令和３年度文化関係資料のアーカイブの構築に関する調査

研究企画提案書」とすること。 

   ⑤その他 

    ・企画提案書に関する事務連絡先（照会先）を明記すること。 

・企画提案書は、日本語で作成すること。また、金額は日本国通貨を単位として作成すること。 

    ・企画提案の内容については、他の企画・提案等からの引用・転載を禁止する。 

    ・提出後の書類の差し替え、変更、追加等は一切認めない。 

（４）企画提案書の提出期限等 

   提出期限：令和３年３月４日（木）１３時必着 

   提出先： media@mext.go.jp 

（５）その他 

・企画提案書等の作成費用については、選定結果にかかわらず企画提案者の負担とする。 

・７．（３）の提出メール受信後、担当係から到着確認の返信を行うが、もし上記提出期限を経

過しても返信がない場合は、７．（１）に問い合わせを行うこと。 

 

８．企画提案書募集に関する質問の受付 

  質問は、下記により受け付ける。 

   受付先：７．（１）に同じ 

   受付期間：令和３年３月３日（水）１７時まで 

なお、競争参加者からの質問等にはホームページ等を通じて等しく周知する。 

 

９．採択数及び事業規模（見込） 

  採択件数：２件 



  事業規模：①写真フィルム：１，８００万円程度 

       ②放送番組の脚本・台本：９００万円程度 

   

10．選定方法等 

（１）選定方法 

   選定委員会において、提出された提案書類にて書類選考を実施する。 

（２）審査基準 

   別途定めた審査基準のとおり。 

（３）選定結果の通知 

   選定終了後、１０日以内に全ての提案者に選定結果を通知する。 

 

11．誓約書の提出等 

（１）本企画競争に参加を希望する者は、企画提案書の提出時に、暴力団等に該当しない旨の別添の 

誓約書を提出しなければならない。 

（２）前項の誓約書を提出せず、又は虚偽の誓約をし、若しくは誓約書に反することとなったときは、 

当該者の企画提案書を無効とするものとする。 

（３）前２項は、支出負担行為担当官が誓約書の提出を要しないと認める場合は適用しない。 

 

12．契約締結 

  選定の結果、契約予定者と企画提案書を基に契約条件を調整するものとする。なお、契約金額につ

いては業務計画書の内容を勘案して決定するものとするので、企画提案者の提示する金額と必ずしも

一致するものではない。また、契約条件等が合致しない場合には契約締結を行わない場合がある。 

 

※ 国の契約は、契約書を締結（契約書に契約の当事者双方が押印）したときに確定することとなるた

め、契約予定者として選定されたとしても契約書締結後でなければ事業に着手できないことに十分留

意してください。なお、再委託先がある場合は、この旨を再委託先にも十分周知してください。 

 

13．スケジュール 

 ① 公募開始     令和３年２月９日（火） 

 ② 企画書提出〆切   令和３年３月４日（木） 

 ③ 審査           令和３年３月初旬頃 

 ④ 選定及び事業計画書の提出 

令和３年３月中旬頃 

 ⑤ 契約締結         令和３年４月上旬頃 

 ⑥ 契約期間         契約締結日から業務完了日又は令和４年３月３１日のいずれか早い日まで 

 

※ 契約書締結後でなければ事業に着手できないので、企画提案書作成に当たっては、事業開始日に柔 

軟性を持たせた上で作成する必要があることに十分留意してください。なお、再委託先がある場合は、 

この旨を再委託先にも十分周知してください。 

 

14．その他 

（１）事業実施に当たっては、契約書、企画提案書及び文化庁委託事業実施要領等を遵守すること。 

（文化庁委託実施要領→https://www.bunka.go.jp/qa/pdf/92790301_01.pdf） 



（２）決定した企画内容等については、文化庁及び各選定委員の意見により変更を求めることがある。 

 

〔契約締結に当たり必要となる書類〕 

選定の結果契約予定者となった場合、契約締結のため、停滞なく以下の書類を提出いただく必要が 

ありますので、事前の準備のほどよろしくお願いいたします。なお、再委託先がある場合は、再委託 

先にも周知願います。 

・業務計画書（委託業務経費内訳を含む） 

・再委託に係る業務委託経費内訳 

・委託業務経費（再委託に係るものを含む）の精算根拠資料（謝金単価表、旅費支給規程、見積書等） 

・銀行振込依頼書 

・その他必要と思われる資料 
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